
 

 

平成19年３月期   個別中間財務諸表の概要 平成18年11月16日

上 場 会 社 名   株式会社エー・アンド・デイ 上場取引所 東 

コ ー ド 番 号 7745 本社所在都道府県 東京都 

（URL：http//www.aandd.co.jp/）  

代 表 者 役職名 代表取締役執行役員社長    古川 陽  

問合せ責任者 役職名 取締役常務執行役員管理本部長 森田 徹 ＴＥＬ（048）593－1111 

決算取締役会開催日   平成18年11月16日 配当支払開始日   平成18年12月８日 

単元株制度採用の有無  有（１単元 100株）  

 

１．18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

(1) 経営成績 （百万円未満切り捨て） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 13,951 16.5 1,413 29.1 1,524 47.9 

17年９月中間期 11,970 10.1 1,094 27.8 1,031 33.2 

18年３月期 27,073  3,043  2,963  

 

 中間（当期）純利益 １株当たり中間 
（当期）純利益 

 

 百万円 ％ 円 銭  

18年９月中間期 975 46.6 44 02  

17年９月中間期 665 36.6 32 76  

18年３月期 1,906  88 34  

（注）１．期中平均株式数  18年９月中間期 22,163,581株  17年９月中間期 20,313,772株  18年３月期 20,840,249株 

      ２．会計処理の方法の変更    無 

   ３．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2) 財政状態 （百万円未満切り捨て） 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

18年９月中間期 38,475 18,048 46.9 812 13 

17年９月中間期 31,369 12,447 39.7 612 07 

18年３月期 35,748 17,311 48.4 780 09 

（注）１．期末発行済株式数  18年９月中間期 22,223,550株  17年９月中間期 20,336,250株  18年3月期 22,107,250株 

   ２．期末自己株式数   18年９月中間期   12,750株  17年９月中間期   12,750株  18年3月期   12,750株 

 

２．19年3月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

 売上高 経常利益 当期純利益  

 百万円 百万円 百万円  

通 期 29,300 3,747 2,379  

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  107円21銭 

 

３．配当状況 

・現金配当 １株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 

18年３月期 4.00 4.00 8.00 

19年３月期(実績) 5.00 － 

19年３月期(予想) － 5.00 
10.00 

 
※ 業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき予測したものであり、リスクや不確定要素が含まれており当社グ

ループを取巻く経済情勢、株式市場動向により実際の業績が記載の予想数値と大幅に異なる場合がありますのでご承知おきく

ださい。上記の予想に関連する事項については、添付資料をご参照ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－  － 
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６．中間財務諸表等 

(1）中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
対前中間期

比 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

増減 
（千円） 

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金  1,881,375 2,335,122  4,341,122 

２．受取手形 ※2,5 1,348,285 2,803,884  1,059,618 

３．売掛金  8,034,609 10,956,187  10,287,570 

４．たな卸資産  4,627,234 4,878,503  4,773,094 
５．関係会社短期貸

付金 
 － 2,122,200  1,057,230 

６．その他 ※７ 3,784,226 2,036,902  2,062,851 

貸倒引当金  △11,000 △3,000  △12,000 

流動資産合計   19,664,731 62.7 25,129,800 65.3 5,465,069  23,569,487 65.9

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産 ※１    

(1）土地 ※２ 2,449,527 2,472,498  2,472,498 

(2）その他 ※２ 2,058,277 2,560,458  2,515,616 

有形固定資産合
計 

 4,507,804 5,032,957 525,152 4,988,114 

２．無形固定資産  1,169,927 1,031,210 △138,716 1,100,442 
３．投資その他の資

産 
    

(1）関係会社株式  4,718,910 4,718,910  4,718,910 

(2）その他 ※２ 1,348,848 2,599,787  1,414,901 

貸倒引当金  △41,000 △37,000  △43,000 

投資その他の資
産合計 

 6,026,759 7,281,698 1,254,938 6,090,812 

固定資産合計   11,704,491 37.3 13,345,865 34.7 1,641,374  12,179,370 34.1

資産合計   31,369,222 100.0 38,475,666 100.0 7,106,444  35,748,858 100.0

     

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．支払手形 ※5,6 1,998,029 661,963  812,778 

２．買掛金  2,528,510 2,277,644  2,912,749 

３．短期借入金 ※２ 6,629,665 6,594,732  5,564,917 
４．１年以内返済予

定長期借入金 
※２ 2,240,687 1,984,669  1,976,793 

５．１年以内償還予
定社債 

 500,000 200,000  700,000 

６．未払金 ※６ － 2,583,630  2,150,032 

７．未払法人税等  419,485 635,603  801,406 

８．賞与引当金  541,000 608,000  579,000 

９．役員賞与引当金  － 30,000  － 

10．製品保証引当金  44,000 62,000  39,000 

11．その他 ※８ 852,597 447,146  355,529 

流動負債合計   15,753,976 50.2 16,085,389 41.8 331,413  15,892,207 44.5

Ⅱ 固定負債     

１．社債  200,000 －  － 

２．長期借入金 ※２ 2,126,297 3,441,598  1,672,138 

３．退職給付引当金  630,884 691,531  664,463 

４．その他  210,889 208,820  208,528 

固定負債合計   3,168,071 10.1 4,341,950 11.3 1,173,878  2,545,129 7.1

負債合計   18,922,047 60.3 20,427,339 53.1 1,505,292  18,437,336 51.6
     

 



 

－  － 
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前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
対前中間期

比 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

増減 
（千円） 

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）     

Ⅰ 資本金   4,487,731 14.3 － － －  6,347,757 17.7

Ⅱ 資本剰余金     

１．資本準備金  4,505,882 －  6,364,137 

資本剰余金合計   4,505,882 14.4 － － －  6,364,137 17.8

Ⅲ 利益剰余金     

１．利益準備金  72,000 －  72,000 

２．任意積立金  555,554 －  555,554 
３．中間（当期）未

処分利益 
 2,569,984 －  3,729,953 

利益剰余金合計   3,197,538 10.2 － － －  4,357,507 12.2
Ⅳ その他有価証券評

価差額金 
  266,059 0.8 － － －  252,155 0.7

Ⅴ 自己株式   △10,035 △0.0 － － －  △10,035 △0.0

資本合計   12,447,175 39.7 － － －  17,311,521 48.4

負債資本合計   31,369,222 100.0 － － －  35,748,858 100.0

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１．資本金   － － 6,357,793 16.5 －  － －

２．資本剰余金     

(1）資本準備金  － 6,374,057  － 

資本剰余金合
計 

  － － 6,374,057 16.5 －  － －

３．利益剰余金     

(1）利益準備金  － 72,000  － 
(2）その他利益剰

余金 
    

別途積立金  － 555,000  － 
繰越利益剰余
金 

 － 4,551,795  － 

利益剰余金合
計 

  － － 5,178,795 13.5 －  － －

４．自己株式   － － △10,035 △0.0 －  － －

株主資本合計   － － 17,900,610 46.5 －  － －

Ⅱ 評価・換算差額等     
１．その他有価証券

評価差額金 
  － － 147,716 0.4 －  － －

評価・換算差額等
合計 

  － － 147,716 0.4 －  － －

純資産合計   － － 18,048,327 46.9 －  － －

負債純資産合計   － － 38,475,666 100.0 －  － －



 

－  － 
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(2）中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

対前中間期
比 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

増減 
（千円） 

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅰ 売上高   11,970,685 100.0 13,951,790 100.0 1,981,104  27,073,925 100.0

Ⅱ 売上原価   7,605,168 63.5 8,623,888 61.8 1,018,719  17,305,773 63.9

売上総利益   4,365,516 36.5 5,327,902 38.2 962,385  9,768,152 36.1
Ⅲ 販売費及び一般管

理費 
  3,271,218 27.3 3,914,760 28.1 643,542  6,724,325 24.9

営業利益   1,094,298 9.2 1,413,141 10.1 318,843  3,043,826 11.2

Ⅳ 営業外収益 ※１  101,248 0.8 252,461 1.8 151,213  251,561 0.9

Ⅴ 営業外費用 ※２  164,304 1.4 140,616 1.0 △23,688  331,519 1.2

経常利益   1,031,242 8.6 1,524,987 10.9 493,745  2,963,869 10.9

Ⅵ 特別利益   9,455 0.1 9,737 0.1 282  980 0.0

Ⅶ 特別損失   13,411 0.1 1,813 0.0 △11,598  35,645 0.1

税引前中間（当
期）純利益 

  1,027,286 8.6 1,532,912 11.0 505,625  2,929,204 10.8

法人税、住民税
及び事業税 

※４ 355,681 579,000  1,072,000 

法人税等調整額 ※４ 6,060 361,741 3.0 △21,705 557,294 4.0 195,552 △49,653 1,022,346 3.8

中間（当期）純
利益 

  665,544 5.6 975,617 7.0 310,073  1,906,858 7.0

前期繰越利益   1,904,440 －   1,904,440

中間配当額   － －   81,345

中間（当期）未
処分利益 

  2,569,984 －   3,729,953

 



 

－  － 
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(3）中間株主資本等変動計算書 

  当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 株主資本 

 資本剰余金 利益剰余金 

 その他利益剰余金 

 

資本金 
資本準備金

資本剰余金
合計 

利益準備金
特別償却準

備金 
別途積立金 

繰越利益剰
余金 

利益剰余金
合計 

平成18年３月31日残高 
（千円） 

6,347,757 6,364,137 6,364,137 72,000 554 555,000 3,729,953 4,357,507

中間会計期間中の変動額    

新株の発行 10,036 9,920 9,920   

特別償却準備金の取崩 
（注） 

 △554  554 －

剰余金の配当 
（注） 

  △88,429 △88,429

利益処分による役員賞与 
（注） 

  △65,900 △65,900

中間純利益   975,617 975,617

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額 
（純額） 

   

中間会計期間中の変動額 
合計（千円） 

10,036 9,920 9,920 － △554 － 821,842 821,288

平成18年９月30日残高 
（千円） 

6,357,793 6,374,057 6,374,057 72,000 － 555,000 4,551,795 5,178,795

 

 株主資本 評価・換算差額等    

    

    

 

自己株式 
株主資本合

計 

その他有価
証券評価差

額金 

評価・換算
差額等合計

純資産合計

   

平成18年３月31日残高 
（千円） 

△10,035 17,059,365 252,155 252,155 17,311,521   

中間会計期間中の変動額    

新株の発行  19,956 19,956   

特別償却準備金の取崩 
（注） 

 － －   

剰余金の配当 
（注） 

 △88,429 △88,429   

利益処分による役員賞与 
（注） 

 △65,900 △65,900   

中間純利益  975,617 975,617   

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額 
（純額） 

 △104,438 △104,438 △104,438   

中間会計期間中の変動額 
合計（千円） 

－ 841,244 △104,438 △104,438 736,805   

平成18年９月30日残高 
（千円） 

△10,035 17,900,610 147,716 147,716 18,048,327   

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 



 

－  － 

 

 

35

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 １．資産の評価基準及び評価

方法 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法

を採用しております。 

同左 同左 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

を採用しております。 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定）を採用しておりま

す。 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採

用しております。 

 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価

法を採用しております。

同左 同左 

 (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

  時価法を採用しております。 同左 同左 

 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

 商品・製品・原材料・仕掛品 商品・製品・原材料・仕掛品 商品・製品・原材料・仕掛品

  総平均法による原価法

（ただし、仕掛品の一部は

個別法による原価法）を採

用しております。 

同左 同左 

 貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

  最終仕入原価法による原

価法を採用しております。

同左 同左 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 ２．固定資産の減価償却の方

法  定率法（ただし、平成10年４

月１日以降、新たに取得した建

物（附属設備を除く）について

は定額法）を採用しておりま

す。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

同左 同左 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法によっております。 

 ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づ

く定額法により、市場販売目的

のソフトウェアについては、見

込販売収益（見込有効期間５

年）に基づく償却方法によって

おります。 

同左 同左 

 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

  均等償却によっております。 同左 同左 



 

－  － 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 同左 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員賞与の支給に備えるた

め、賞与支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。 

同左  従業員賞与の支給に備えるた

め、賞与支給見込額の当期負担

額を計上しております。 

 (3）  ────── (3）役員賞与引当金 (3）  ────── 

   役員賞与の支出に備え、当事

業年度における支給見込額の当

中間会計期間負担額を計上して

おります。 

 

  （会計方針の変更）  

   当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ30,000千円減少しており

ます。 

 

 (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理してお

ります。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理してお

ります。 

 (5）製品保証引当金 (5）製品保証引当金 (5）製品保証引当金 

  製品の無償補修費用の支出に

備えるため、売上高に対する過

去の支出割合に基づき必要額を

計上しております。 

同左 同左 



 

－  － 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっており

ます。また、為替変動リスクの

ヘッジについて振当処理の要件

を満たしている場合は振当処理

を、金利スワップについて、特

例処理の要件を満たしている場

合には特例処理を採用しており

ます。 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

 なお、金利スワップについ

て、特例処理の要件を満たして

いる場合には特例処理を採用し

ております。 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 ヘッジ手段 ヘッジ手段 

 金利スワップ 金利スワップ 金利スワップ 

 ヘッジ対象 ヘッジ対象 ヘッジ対象 

 借入金の利息 借入金の利息 借入金の利息 

 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

  金利の変動に伴う、キャッ

シュ・フローの変動リスクの軽

減を目的に金利に係るデリバ

ティブ取引を行っております。

 実需に基づくものを対象とし

てデリバティブ取引を行ってお

り、投機目的のデリバティブ取

引は行っておりません。 

同左 同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計

とヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計

を比較し、その変動額の比率に

よって有効性を評価しておりま

す。 

 ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては、有

効性の評価を省略しておりま

す。 

同左 同左 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 ６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

同左 同左 

 (2）連結納税制度の適用 (2）連結納税制度の適用 (2）連結納税制度の適用 

  当中間会計期間から連結納税

制度を適用しております。 

 連結納税制度を適用しており

ます。 

 当事業年度から連結納税制度

を適用しております。 

 



 

－  － 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

  当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与える影響は

ありません。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

────── 

  当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は18,048,327千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

 

 

 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

────── （中間貸借対照表） 

 １．「関係会社短期貸付金」は、前中間期まで、流動資産の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当中間期末において資産の

総額の100分の５を超えたため区分掲記しました。 

  なお、前中間期末の「関係会社短期貸付金」の金額は1,358,280

千円であります。 

 ２．「未払金」は、前中間期まで、流動負債の「その他」に含めて

表示しておりましたが、前事業年度より一部の取引先への支払方

法を手形からファクタリング方式に変更したことにより、「支払

手形」が減少し「未払金」が増加したことから、「未払金」が当

中間期末において負債及び純資産の合計の100分の５を超えたため

区分掲記しました。 

  なお、前中間期末の「未払金」の金額は224,343千円でありま

す。 

 

 



 

－  － 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

4,777,156千円 4,868,676千円 4,676,548千円

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 
 

受取手形 34,637千円 

土地 2,443,189千円 

有形固定資産「その
他」 

568,681千円 

投資その他の資産
「その他」 

100,631千円 

合計 3,147,139千円 
  

 
土地 2,466,160千円

有形固定資産「その
他」 

1,514,523千円

投資その他の資産
「その他」 

101,874千円

合計 4,082,558千円
  

 
土地 2,466,160千円

有形固定資産「その
他」 

1,560,486千円

投資その他の資産
「その他」 

102,360千円

合計 4,129,006千円
  

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。
 

短期借入金 4,193,824千円 

１年以内返済予定長
期借入金 

1,227,818千円 

割引手形 345,035千円 

長期借入金 1,086,891千円 

合計 6,853,569千円 
  

 
短期借入金 3,136,485千円

１年以内返済予定長
期借入金 

965,433千円

長期借入金 2,521,468千円

合計 6,623,386千円
  

 
短期借入金 3,915,738千円

１年以内返済予定長
期借入金 

1,127,510千円

割引手形 425,294千円

長期借入金 1,033,490千円

合計 6,502,033千円
  

３ 偶発債務 ３ 偶発債務 ３ 偶発債務 

  保証債務   保証債務   保証債務 

 次の関係会社について、金融機関から

の借入に対し債務保証を行っておりま

す。 

 次の関係会社について、金融機関から

の借入に対し債務保証を行っておりま

す。 

 次の関係会社について、金融機関から

の借入に対し債務保証を行っておりま

す。 
 

保証先 金額（千円） 内容 

A&D KOREA 
Limited 

166,592
(1,520百万韓 

ウォン)
借入債務 

A&D 
INSTRUMENTS 
LIMITED 

149,280
(750千英ポンド)

借入債務 

愛安徳電子（深
圳）有限公司 

113,190
(1,000千米ドル)

借入債務 

合計 429,062 － 

  

 

保証先 金額（千円） 内容 

A&D KOREA 
Limited 

313,250
(2,500百万韓 

ウォン)
借入債務

A&D 
INSTRUMENTS 
LIMITED 

121,605
(550千英ポンド)

借入債務

愛安徳電子（深
圳）有限公司 

176,850
(1,500千米ドル)

借入債務

A&D TECHNOLOGY 
INC. 

412,650
(3,500千米ドル)

借入債務

合計 1,024,355 － 

  

 

保証先 金額（千円） 内容 

A&D KOREA 
Limited 

301,250
(2,500百万韓 

ウォン)
借入債務

A&D 
INSTRUMENTS 
LIMITED 

143,612
(700千英ポンド)

借入債務

愛安徳電子（深
圳）有限公司 

293,675
(2,500千米ドル)

借入債務

合計 738,537 － 

  

４ 受取手形割引高 ４     ───── ４ 受取手形割引高 
 

受取手形割引高 1,045,465千円 
  

 
 

  

 
受取手形割引高 1,355,776千円

  
※５     ───── ※５ 中間会計期間末日満期手形 ※５     ───── 

  中間会計期間末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間会計期間の末日は

金融機関の休日であったため、次の中間

会計期間末日満期手形が中間会計期間末

残高に含まれております。 

 

 
  

  

 
受取手形 240,517千円

支払手形 114,091千円
  

 
 

  



 

－  － 
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前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※６     ───── ※６     ───── ※６ 仕入債務の支払方法 

   当事業年度より、一部の取引先への支

払方法を、手形からファクタリング方式

に変更しております。この変更により、

従来の方法によった場合と比べ「支払手

形」が1,882,351千円減少し、「未払

金」が同額増加しております。 

※７ 消費税等の取扱い ※７     ───── ※７     ───── 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金銭的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。 

  

※８     ───── ※８ 消費税等の取扱い ※８     ───── 

  仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金銭的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

 

９ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行８行と当座貸越

契約及び貸出コミットメント契約を締結

しております。これら契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

９ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行10行と当座貸越

契約及び貸出コミットメント契約を締結

しております。これら契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

９ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行８行と当座貸越

契約及び貸出コミットメント契約を締結

しております。これら契約に基づく当期

末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 
 

当座貸越極度額及び
貸出コミットメント
の総額 

3,400,000千円 

借入実行残高 80,000千円 

差引額 3,320,000千円 
  

 
当座貸越極度額及び
貸出コミットメント
の総額 

6,850,000千円

借入実行残高 3,150,000千円

差引額 3,700,000千円
  

 
当座貸越極度額及び
貸出コミットメント
の総額 

3,200,000千円

借入実行残高 230,000千円

差引額 2,970,000千円
  

 



 

－  － 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 
 

受取利息 13,080千円 

受取配当金 29,361千円 

為替差益 28,021千円 
  

 
受取利息 42,450千円

為替差益 100,059千円

開発助成金 65,000千円
  

 
受取利息 47,919千円

受取配当金 36,740千円

為替差益 110,507千円
  

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 
 

支払利息 126,607千円 
  

 
支払利息 105,872千円

  

 
支払利息 254,463千円

  
３ 減価償却実施額 ３ 減価償却実施額 ３ 減価償却実施額 

 
有形固定資産 164,208千円 

無形固定資産 191,852千円 
  

 
有形固定資産 252,814千円

無形固定資産 183,614千円
  

 
有形固定資産 416,992千円

無形固定資産 390,465千円
  

※４ 税効果会計 ※４     ───── ※４     ───── 

 当中間会計期間に係る納付税額及び法

人税等調整額は、当期において予定して

いる利益処分による特別償却準備金の取

り崩しを前提として、当中間会計期間に

係る金額を計上しております。 

  

 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末 
株式数（千株） 

当中間会計期間増
加株式数（千株）

当中間会計期間減
少株式数（千株） 

当中間会計期間末
株式数（千株） 

普通株式 12 － － 12

合計 12 － － 12

 

 

（リース取引関係） 

 ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。 

 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあ

りません。 



 

－  － 
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（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 
１株当たり純資産額 612円07銭

１株当たり中間純利益
金額 

32円76銭

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

32円11銭

  

 
１株当たり純資産額 812円13銭

１株当たり中間純利益
金額 

44円02銭

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

42円97銭

  

 
１株当たり純資産額 780円09銭

１株当たり当期純利益
金額 

88円34銭

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

86円23銭

  
（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
前事業年度末 

（平成18年３月31日） 

純資産の部の合計額 －千円 18,048,327千円 －千円 

純資産の部の合計額から控除する
金額 

－千円 －千円 －千円 

普通株式に係る中間期末（期末）
の純資産額 

－千円 18,048,327千円 －千円 

１株当たり純資産額の算定に用い
られた中間期末（期末）の普通株
式の数 

－千株 22,223千株 －千株 

 

   ２．１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基

礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

１株当たり中間（当期）純利益金
額 

 

中間（当期）純利益 665,544千円 975,617千円 1,906,858千円 

普通株主に帰属しない金額 －千円 －千円 65,900千円 

（うち利益処分による役員賞
与金） 

（－千円） （－千円） （65,900千円）

普通株式に係る中間（当期）純
利益 

665,544千円 975,617千円 1,840,958千円 

期中平均株式数 20,313千株 22,163千株 20,840千株 

    

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益金額 

   

中間（当期）純利益調整額 －千円 －千円 －千円 

普通株式増加数 414千株 542千株 509千株 

（うち新株引受権等） （414千株） （542千株） （509千株）

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額の算定に含めな
かった潜在株式の概要 

────── ────── ────── 

 



 

－  － 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（公募増資に関する事項） ────── ────── 

 当社は、平成17年11月24日開催の取締役会

において、以下のとおり新株式の発行を決議

し、平成17年12月13日に払込が完了いたしま

した。 

 この結果、平成17年12月13日付で資本金は

6,186,891千円、発行済株式総数は21,959千

株となっております。 

 (1）募集方法          一般募集 

 (2）発行新株式の種類及び株式数 

普通株式 1,600,000株 

 (3）発行価格    １株につき 2,231円 

 (4）発行価額    １株につき 2,121円 

 (5）発行価格の総額    3,569,600千円 

 (6）発行価額の総額    3,393,600千円 

 (7）資本組入額の総額   1,697,600千円 

 (8）払込期日      平成17年12月13日 

 (9）配当起算日     平成17年10月１日 

(10）資金の使途 

 設備投資資金、借入金返済資金、及び

その他の投資資金 

(注）引受人は発行価額にて買取引受を行い

発行価格で募集を行っております。 

  

（第三者割当増資に関する事項） 

 当社は、平成17年11月24日開催の取締役会

において、公募による新株発行に伴い、その

需要状況を勘案した結果行われる、オーバー

アロットメントによる株式売出しに係る第三

者割当増資について、以下のとおり決議いた

しました。 

 (1）発行新株式の種類及び株式数 

普通株式 上限150,000株 

 (2）発行価額    １株につき 2,121円 

 (3）発行価額の総額     318,150千円 

 (4）資本組入額の総額    159,150千円 

 (5）払込期日      平成18年１月11日 

 (6）配当起算日     平成17年10月１日 

────── ────── 

 

 


